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は じ め に
93年3月 ・ 「ア フ リ カ 開 発 銀 行 」(BAD-BanqueAfricanedeD6veloPPement)は,危 機 的
様相捏 して・・る・・ リカの経灘 態を分析 し,「 ・992鰻 飯 ・ポート」 として出版 し2。 ル
ベ ル ト(JacquesAlibert)は 同 レポー トを評 して,「 ア フ リカ人に よるアフ リカに関す るアフ リ
カのた めの研究」 と命名 し・ ア フ リカに関す るもっとも基 礎的な比類 のない資料 と して高 く評価
して いるが・ 同 レポー トは第三世 界の政策担 当者に危機 を克 服す る唯 一の解決策 はIMF・ 世銀
ヵ・すすめて・・る離 離 政策の全面的な受け入緬 ある,と 指摘 して、協
同 レポー トの報告を まつ まで もな く,か つて 「英 語圏不況」 と命名 されていた先進工業諸国に
おけ る景気 の下降現象が深化す る中で,第 三世 界諸 国,な かで もア フ リカが直 面 してい る事態 は
きわめ て深刻 である。 同 レポー トに よれぽ,ア フ リカ51力 国の国内需要 は91年 度 の2.5%増 に対
(1)AfricanDevelopmentBank,AnnumReport1992,AfricanDevelopmentFund,1992-3.
(2)JacquesAlibert,"Uneincomparableexpertiseducontinentafricain,"1吻r`1～63Troμ`α礁
θ,!膨4漉rrα 瘤飢ε,18-juin・1gg3,p.1529.な お,北 側先進工業諸国による援助の名のもとに行われ
ている介入;干 渉を批判して・第三世界独自の開発の方策を提起 した論文 としては,以 下を参照。勝俣
誠著 『アフリカは,本 当に貧 しいのか』朝日選書,1993年 。
また堀中論文は,発 展途上国に対する先進国の戦略 二IMF。 世銀主導のもとにおいて進められている
構造調整策を 「集団植民地主義」と規定して・ 重要な問題提起を行っている。 「多数の発展途上国に対
する先進国側の戦略は新植民地主義にもとめられるが,そ の特徴的な点は,集 団的植民地主義にみられ
るような個々の国による帝国主義支配 とはことなった帝国主義一般の進出と支配 とい うことにあった。
このような状況のもとでは・進出される側,国 際独占体の支配をうける側でもまた,特 定の帝国主義の
支配下にあるという個別性をはなれた一般的で,共 通した性格をもった進出と支配のもとにおかれると
い う特徴をもつことになった」(堀 中 浩著 『現代国際政治と第三世界』青木教養選書,1993年,81ペ
ージ)。 吉川論文は,サ ハラ以南のアフリカ諸国の対外累積債務を実証的に分析 し以下のように指摘 し
ている。「長期的植民地支配,さ らにこれ ら諸国一 サハラ以南のアフリカ諸国(引 用者)一 の世界市
場関係への強制的編入過程一 アフリカ諸国を安価な原材料 と労働力の供給者として固定化させ ようと
す る独占の戦略一 の結果 として必然的に生み出され る構造的不均衡の顕著な表現のひとつは,異 常な
形での債務累積の過程であるといえよう」(吉 川久治 「サハラ以南のアフリカ諸国の対外債務問題」『ア
ジ ア ・ア フ リカ研 究 』 ア ジ ア ・ア フ リカ研 究所)1990年 第4号,voL30,no.4)48ページ。 ,
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して92年 度は3.5%増 加しているが,92年 度の平均経済成長率は1.9%,人 口増加率は3.1%を 記
録,実 質的マイナス成長を記録 している。 しかも外部状況はます ます悪化し,対 外累積債務総額
は対前年度比で90億 ドル増加 し,92年 度には2550億 ドルに達 している。
国内総生産 も殆ど伸びを示 しておらず,ア フリカ経済共同体(CEEAC)加 盟国9力 国の場合,
91年度の2。7%か ら92年度には2,5%に 下落 している。またマグレブでは3.2%か ら1.6%に 落ち込
んでいる。またアフリカ東南部特恵関税圏(ZEP)加 盟15力 国においては,91年 度の1,1%か ら92
年度には0.4%に 落ち込んでいる。
同レポー トは,か かる状況は構造調整政策が遂行 されていないことに起因す ると指摘 している
が,逆 に構造調整政策そのものが生み出 している問題 も看過出来ない。以下,本 稿では 「アフリ
カの年」と呼ばれた1960年 代から30年を経過 した現在の第三世界が直面している危機的状況を世
界経済の動向との関連において分析する予備的作業の一環 として,同 レポー トが提起している危
機打開策 としての構造調整政策の遂行が包含 している問題点を,IMF・ 世銀主導のもとで構造
調整政策を受け入れたアルジェリアに焦点を置いて検討 してみたい。
1.重 化学工業化政策の破綻 と国営企業の民営化
IMF・ 世銀は,危 機に瀕 している第三世界諸国に対 して経済運営の全面的な見直 し,す なわ
ち国営企業の民営化,貿 易に対する政府の管理 ・統制の撤廃,支 持価格制度の廃止 と市場経済の
導入,通 貨の切 り下げ,行 政管理機構の合理化を骨子とす る構造調整政策の受け入れを要求 して
いる。また,先 に引用 したアフリカ開発銀行の年次レポー トに見られるように,第 三世界諸国の
指導者の多 くが構造調整政策の遂行=市 場経済導入を唯一の危機打開策として受け入れ,経 済再
建策に着手 している。
アルジェリア政府は,1987年 になっては じめてIMF・ 世銀と交渉を開始 し,構 造調整政策の
受け入れ準備を開始 した。 他方,約240億 ドルもの対外累積債務を抱えているモRッ コ王政は,
既V:一1982,対 外債務返済不能とな り,こ れまで6回 にわたって リスケ宣言を行い,コ ンディシ
(3)
ヨナ リティー,す なわち構造調整政策を受け入れている。 またチュニジア政府も1985年 に同国際
機関の支援を要請 している。
1987年 までアルジェリア政府がIMF・ 世銀に危機救済を要請せず,独 自で危機打開に取 り組
むことが出来たのは,何 よりも同国が産油国であ り,膨 大な炭化水素輸出収益を背景とする恵ま
れた状況に置かれていたからである。だが1985年,同 国を襲撃 したオイル ・グヲ ッドは,ア ルジ
ェリア社会 ・経済を果てしない混乱に陥れ,同 国はIMF・ 世銀に援助を依頼 しコンディショナ
リティーを受け入れたのである。
しかしオイル ・グラッ ドに襲撃されるまで何ら経済改革が行われなかった訳ではない。別稿で




析 出 した ように1965年 か ら1980年 の期 間,約1000億 ドルの重化学工 業部門投資 を行 ったに もかか
わ 砿 ・98・鞠 頭Y・は繍 的危機・・顕在化し,従 来の開難 路は糠 的様相を呈 して、、艶1ま
た13年 間 も続 いた ブーメディエ ン時代 の独裁 的 ・強権 的開発政 策に よって,ア ル ジェ リ ア の 社
会 ・経済運営 システムも行政機構 も完全 に動 脈硬 化現 象を起 こしてお り,し か も長期 間続 いた耐
乏生活 に よって国民 の不満 は極 限に達 していた。
ここで第1図 に よって1980年 時点 における輸 出品 目構成 をみる と,輸 出品 目の96.3%を 炭化水
素が 占め てお り,典 型的 なまでのモ ノ リソース経済構造 を示 してい ることがわか る。 また第2図
に示 され るよ うに,輸 入品 目の うち機械 ・部品,輸 送機器等 の資本財 が全体 の36%,原 材料 が40

























(4)拙 稿 「アルジェリア社会主義 と経済危機」(拓 殖大学海外事情研究所 『海外事情』1988年12月 号)/拙
稿 「アルジニリア ・迫 りくる危機への対応」(拓 殖大学海外事情研究所 『海外事情』1989年12月 号)/拙
稿 「アルジェリア社会主義の規範崩壊」(拓 殖大学海外事情研究所 『海外事情』1990年11月 号)参 照。
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ていたブーメディエ ン大統領の選択 した開発戦略が,国 際舞台における華々しい活躍とは裏腹に
ことごとく挫折 したことを示唆 している。
ブーメディエン大統領(1978年12月 役)の 後継者 として権力を継承 した シャドリ大 統領(1989年
1月～1992年1月)は,1979年12月26日 ～30日FLN(民 族解放戦線)中 央委員会総会を 開 催 し,
1980年 度を離陸 目標に掲げて着手された重化学工業化を最優先とする開発戦略が挫折 したことを
確認,同 国経済の再建策として国際競争力を備えた企業の創出,す なわち既存の公団の再編=民
(5),
営化を打ち出したのであった。さらに1980年6月,臨 時党大会を開催 し,従 来の開発政策を以下,.
2点 にわたって軌道修正し,低 開発からの脱却を図る政策を打ち出した。第1は,政 治 ・経済権
力を分権化す ることにより硬直化した経済運営システムを活性化させ,耐 乏生活から国民を解放
す ること。第2は,こ れまでアルジェリアY'は不在 であった民間セクターを蘇生 し,計 画経済の
弊害を除去することであった。
同国が選択 した国営企業の民営化措置は2つ の段階を経て着手 ・実行された。その第1段 階は,,
1980年 ～85年 の期間であ り,こ の間,「 国家の中の国家」 と命名されていた巨大国営企業が分割・
再編された。第2段 階は,オ イル・グラッドの只中で着手された措置であ り,1986年 これ ら分割・
再編された国営企業が 「参加基金」(FondsdeParticipation)の 名のもとに暫定的に 「民営化」
された時期である。
まず肥大化 した国営企業の再建策として同政権は「権力の分権化 と経済運営の民主化」をスロー
ガンに掲げ,巨 大国営企業の分割 ・再編に着手 した。とい うのは,炭 化水素公団(SONATRACH)
に代表 される国営企業約10社 は,国 営企業を主体 とする開発独裁のもとで急成長を遂げ,国 家権
力を凌 ぐ巨大企業になっていたからである。ちなみに炭化水素公団の従業員数の推移をみると,
1970年 時点における3万7000人 から,1980年 には約10万 人に膨張していた。また鉄鋼公団(SNS)
の従業員数は2万 人から8万 人に達 していた。
なかでも1980年 離陸を実現す るにあたっての基軸的企業 として位置付けられていた炭化水素公
団は,1970年 か ら79年の期間に行われた工業部門投資の約60%,対 外累積債務の約50%を 吸収 し
(6)
ながら,目 標を達成することができなかっただけに経営の非効率,放 漫経営が厳 しく批判された。
こうした中で同政権は,1980年 ～83年 の期間に,炭 化水素公団,鉄 鋼公団,ガ ス公団に代表さ
れ る巨大国営企業を一挙に474社 の ミニ公団に分割 ・再編 した。
だが所期 の目的に反 して,巨 大国営企業の分割 ・再編措置は分割 ・再編 された公団を組織的に
壊滅状態に陥れるもので しかなかった。とい うのはコルム(G.Corm)が 指摘 しているよ うに,
極度に中央集権化された官僚的行政機構および法体系には何 ら改革が施 されず,組 織の細分化;
軽:量化のみが図 られたため新たな山積する問題一 企業会計,企 業運営責任者の所在,人 員 ・資
(5)Revolution・4プrゴ6α ゴπ¢,no.828-829,Janvier,1980.第6回FLN党大 会 決 議 は 以 下 に全 文 掲 載 さ
れ て い る。RevolutionA介 比α'πθ,no.852,7-juinau3-juillet・1980.
(6)拙 稿 「アル ジ ェ リア=工 業 化 と外 国 貿 易 」(r国 府 台 経 済 研 究 』第4号1991-92,千 葉 商 科 大 学 経 済 研
究 所,1992年6月,23～54ペ ー ジ)参 照 。
(165)第 三世界における構造調整と社会 ・経済危機165
産配分一 を惹 起 したか らで あった。 しか も,こ れ ら分割 ・再編 された公団 の平均操業率 は,分
割 ・再編 され る以前 の段階 において約30%で しかな く,か か る措 置は企業 活動 を一 層低下 させ,
(7)
さ らには麻痺 状況に陥れ るものであった。
80年 代前 半期 に こ うした机上 の改革が可能で あった のは,1979年 に大幅 な原 油価 格の引上げに
よって もた らされた膨大 な石油輸 出収益(第3図 参照)を 補助金 として これ ら非石 油経 済 部 門 企
業 に補給 す ることが可能で あったか らであ る。80年 当初,シ ャ ドリ大統 領は,こ れ まで禁 止され
ていた海外渡航を 自由化 し,超 近代的な商業セ ンターの建設,住 宅問題 の一掃,近 代 的道 路網 の
建設 等,野 心 的な計 画を次々 と打 ち出 していた。 こ うした計 画 のいずれ もが実現 され ることはな
か ったが,ま さにオ ミナ ミ(C.Ominamり が指 摘 してい るよ うに,他 の産油国 同様 アルジ ェリア
において も炭化水 素輸 出収益は国家予算を媒 介 として循環 し 「国家予算 は石油産業 と非石 油経済
(8)
部 門 との間の接合点」 を構成 していたのであ る。
だが,1985年 には じまった原油価格の下落 とこれに リンク した天然 ガス価格 の急激 な下 落,さ
らに ドルの下落は,ア ル ジ ェリアを独立後は じめて の経済危機に陥れ た。実際,輸 出収益 の約97
%を 炭化 水素輸 出Y`依 存 してい る同国経済 は,オ イ ル ・グラ ッ ドに よって深刻 な衝撃 を受 け,86
年～87年 度 国家予算 を約50%下 方 修正 しなけれぽな らず,輸 入総額は85年 度 の90億 ドルか ら87年
には64億 ドルに削減 された。 また財政 赤字 も1986年 にはGDPの4.3%,1988年には8。3%へ と急
(9)
激 に増大 した。 国際エネルギ ー市場の動向に依 存 してい る産 油国 アル ジ ェリアは,か か る危機を
乗 り切 るため,政 府 に とって最大 の重 圧 と しての国営企 業に対す補助金を削減す る必要に直面 し
た のであった。 こ うした状況下で,1986年12月16日,シ ャ ドリ大 統領 は国民へ のメ ッセー ジの中
(10)
で以下 の よ うに述べ,政 府の経済に対 す る行政 的な介入を廃 止す る必要性 を訴 えて いる。
「現在,経 済に対す る政府 の行政的 な介入 はます ます不都合 なもの となってい る。 それゆえ,
企業経営 の主導権 を効 率的に 自由化 し,輸 出を増大 させ ることので きる経済を発展 させ る方策
が具体化 され なけれ ぽな らない」
さ らに,同 大統 領は12月 は じめの党 幹部会 で,商 品価値 のない商品を生産す るこ とに終始 し,
に もかかわ らず政府 に手厚 く保護 されてい る国営企 業の責任 者の企業精神を逸 した態度を厳 しく
批判 した。
「わが国のい くつかの国営企 業の中では,現 在わが国が陥 っている深刻 な経済危機 に対 す る
意 識が皆無であ る。国営企業は,あ たか もわが国が置かれ てい る現 実の枠 外で存続 して いるか
の よ うであ り,こ の経済危機 は政府 と金融機関 の問題 であるかの よ うに考え られてい る。かか
(7)GeorgesCorm,"Lar6forme6conomiquealg6rienne;unr6formemalaim6e,"Mo屈θ
・4rαδθMaghrebMα`加 齢,no.139,janv-mars,1993,P.9.










同大統領の発言は,同 政権が着手 ・遂行した国営企業の分割 ・再編が所期の目的を達成 してい
ないことを示唆している。かかる段階で着手されたのが,国 営企業の経営 自治拡大をスローガン
に掲げ民営化に向けて設立された 「参加基金」である。
経営 自治拡大をめ ぐる政策は,1985年12,月 に開催された党臨時大会でその骨子一 経済運営に
関す る国家の干渉の縮小,官 僚行政の廃止,経 済運営の効率向上一 が明文化され た。 そ して
1987年12月 に国民議会(一 院制)で 経営 自治拡大に関する法律が採択され,1988年8月23日 に発表
された 「参加基金」に よる新たな企業運営形態としてスター トした。新たな企業運営形態 とは,
「民営化でもな く国営化でもないアルジェリア独自の経営形態である」 とされているが,一 種の
(11)
ホールディング ・カンパニー形式Y`よ る企業運営である。また87年11月17日 には,社 会主義計画
経済の象徴的存在であった国土整備 ・計画省が廃止された。
1988年6月13日 に 「参加基金」の設立総会が開催 されたが,同 総会のメンバーはブラヒミ首相
(12)(当時)を総裁 とし
,14名 の現職閣僚 と2名 の閣外者,計16名 より構成されている。同基金の傘
下には,農 業部門,金 融部門を除 く全産業部門をカバーする以下8基 金が設立され,各 々のメン
バ ー(administrateur)カ ミ任命された。
①食:品工業 ・漁業基金,② 鉱物 ・炭化水素 ・水資源基金,③ 資財基金,④ 建設基金,⑤ 化学 ・
石油化学 ・薬品基金,⑥ エレク トロニクス ・通信 ・情報基金,⑦ 繊維 ・皮革 ・靴 ・家具基金,⑧
サ ービス基金,以 上8基 金である。
参加基金の総資本額は3000万DA,1株10万DA,存続期限は9年 とされた。また各基金は,
1企 業の株を40%以 上所有す ることはできないが,40%以 下の範囲で3～4社 の株を所有するこ
とがで きる。企業(EPE)の 運営の最高決議 ・決定機関は取締役会(Conseild'Administration)
とされ,7～12名 の取締役によって構成 される。
かかる措置は,政 府の補助金に全面的に依存している国営企業を1996年 までに自立 した経営主
体 として離陸させ,国 家財政 と企業財政を分離することを狙 った施策であ り,民 営化に向けての
最終準備段階 として位置付けることができる。確かに,参 加基金は政府代表によって運営される
が,同 法律には,「国家は企業の株を保有するのみであ り,企 業経営には一切,干 渉 しない」と
(12)
明文化されている。
基金発足 と同時に,こ れまで所轄省庁の支配 ・管轄下に置かれていた474社 にのぼる国営企業
は,当 該省庁の管轄=支 配から解放 され,企 業独自にしかも自由に年間経営計画,製 品の販売価
格,利 益配分等を決定することが可能になった。こうした脱計画経済的政策の主要な目的は,第
(口)EZ1レf∂ π4.ノごzぬゴdl,21-juillt-1986.
O⇒ 参 加 基 金 に 関 して は 以 下 を 参 照 。MaghrebS618`'ゴ02～,no.519,6・jumet・1988,pp.7_c/no.518,
29・juin-1998,pp.5-7.
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1に 企 業の生 産性の向上,第2に 生産 コス トの減少,第3に 器材 お よび生産設備 の有効利用,第
4に 企業 の採 算性 の実現,第5に 企 業の国際競争力の強化 と輸 出の増大,以 上5点 に置か れてい
た。
基金創設 にあたって従 来 の呼称で あった国営企業(EN・EnteprisesNationa1es)は改名 され,
経済公共体(EPE・EnteprisesPubliquesEconomiques)と命名 された。 シャ ドリ政権 が公 団の分
割 ・再編 を開始 した時,ブ ーメデ ィエ ン時代の公団名(SE-Soci6t6sNationales)の 呼 称がENに
改名 され てお り,同 政権 発足以来2度 目の呼称変更が行われた。
皿.外 資導入 と通 貨 ・信用法
アルジ ェリア政府 は,参 加基 金を創設 し国営企 業の非国有化(denationalisation)に 着手 した。
だが外部条件,す なわ ち貿易 お よび金融 システ ムは依 然 として中央集権化 された政府 の手 中に掌
握 された ままであ り,参 加基金傘下 の企業 は輸 出入の権利 はな く,当 然 のことなが ら資本導入お
よび合弁 企業 の設立 も不可能 であった。 なかで も輸 入資財 の欠乏は深刻 な事態に陥 っていた。
さ らに,シ ャ ドリ政 権が とった輸 入 の徹底的な まで の抑制措置 は,参 加基金傘 下の企業経営を
著 し く阻害す るものであ った。すなわち80年 当初,シ ャ ドリ政権 は対外累積債務 の返済履行を最
優 先課題 として掲げ,1978年2月11日 に成立 した 「貿易 の国家独 占に関す る法」(loino.78-029)
(13)
を根拠 とす る徹底的なまでの輸入規制措置を図ったからであった。
とい うのは,同 国の対外累積債務は第4図 に示され るように,重 化学工業化政策が具体化され
た1970年 には14億7000万 ドノレで しがなかったが,1979年 には161億2750万 ドル,同 年のデ ット・
サービス ・レイシオ(DSR)は29%に も達していた。膨大な対外累積債務の重圧の下に置かれて
いるのは,ア ルジェリアのみに限定される問題ではない。だが同国の場合,重 化学工業化戦略を
遂行す るためには,豊 富な炭化水素資源の輸出収益のみでは不十分であ り,国 内においては厳 し




のとなった。 しか し,国 外か ら導入された膨大な資金による投資は,借 入金を返済するために必
要 とされる収入を確保できず,1977年 代以降,工 業化政策の歪みが表面化す ると同時V'国 際的な
高金利によって,ア ルジェリアをは じめ とする債務国に予期せざる金融的負担を課す ものとなつ
㈱"Lar691ementationducommerceext6rieure,"DossiersInternationalA18・4rゴ6,Editions
FrancisLefebre,1984,pp.38-39.この 間 に お け る 政 治 的 リ ベ ラ リ ズ ム と経 済 統 制 の 矛 盾 に 関 して は
以 下 を 参 照 。MokhtarLakehal(sousladirectionde),"、41gθr'6deL',勿d6ρ 躍4碑 銘GL'
ε'α'♂ πr86π6θ,"Paris,Larmises/L'Harmattan,1992,p.120.
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ていた。 また貿易収支は第3図 に示 され るように1970年 ～78年 の期間,著 しく均衡を喪失 し,慢
性的 ともいえる赤字を記録 していた。なかでも,重 化学工業化政策に投資の最優先権が付与され,
農業が無視 されたため食糧の自給率は1970年 前半の100%か ら79年には30%に 下落 し,貿 易 収 支
を悪化させる大きな要因に転化 していた。
第3図 に示 されるように,79年 に行われた第2次OPEC戦 略の発動によ り炭化水素収益が急
激に増大 したが,「貿易の国家独占に関す る法」に基づいて厳 しい輸入規制措置がとられたため,
対外累積債務は1983年 には129憶1560万 ドルに減少 した。 こうした政府による徹底的な貿易管理
と債務返済履行に対 して,IMFに 代表 される国際金融機関は同国の経済運営を高 く評価 した。
た とえば1985年9月 に開催 されたIMF理 事会は,ア ルジェリア経済を評価 して,以 下の ように
述べている。
「アルジェリアは,近 年対外債務の削減に成功 した数少ない国のひとつであ り,理 事会はア
ルジェリア当局のこの領域における慎重な行政能力に称賛をおくる。好ましい経済的帰結は,'















(出所)各 年 度1ル ∫F/IFSy2α7bookよ り作成 。
だが1985年9月,同 国経済はサウジアラビアがネットバック価格に基づ く原油輸 出を開始 した
のを契機 として原油価格の急激な下落に見舞われ,第3図 に示されているように同国の輸 出収益
は85年～86年 には一挙に100億 ドルも下落し,政 府の財源は枯渇するに至った。 かかる情況下で
同政権は,厳 しい輸入抑制政策をとり徹底 した消費抑制政策を展開する一方,国 際金融市場から
短期および中長期の借入を再開 し危機に対応 した。
この時,国 際金融市場から借入れた高金利の短 ・中期の借入は,第4図 か らも明らかな ように,
同国の債務を急膨張させ りスケ寸前の事態に導 くことになるが,徹 底的なまでの輸入=消 費抑制
政策,な かでも食糧の輸入削減に よって国民生活は一挙に圧迫 され,1988年10月 には独立後はじ
(17)
めて食糧暴動がアルジェリア全土を席巻するに至った。
かかる状況下において同国政府は,86年1月,国 民憲章を国民投票に よって採択 し社会主義 と
決別,参 加基金の創設とリンケージさせて 「貿易の国家独占に関する法」を廃止し,貿 易および
金融の自由化措置に着手 したのであった。民営化措置の第1段 階 として具体化されたのが,'先 に
触れた1988年1月12日 に国民議会で成立 した国営企業の経営自治拡大に関す る法(loino.88.01)
であった。コルムは,同 法を 「改革論者による巨大独占に対す るはじめての攻撃」と命名 してい
⑰88年 の 食糧 暴 動 に 関 して は 以 下 を 参 照 。M'hammedBoukhobza,"Oc'oδr688,Evolutionoπ
躍 ρ協%rθ ～"EditionBouchene,Alger,1991.宮治 一 雄 「現 地 でみ た ア ル ジ ェ リア 暴 動 とそ の 背 景 」
(r世 界 週 報 』1988年11月8日,15日)を参 照 。
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るが,こ うした 自由化措 置は,人 民の名 の も とに国家=経 済を管理 ・独 占 していた公団 お よび官
(18)
僚 層=FLN指 導部 の既 得権益 を害 うものであ り,猛 烈な反撃を受けた。
だが参加 基金 の設立 は,民 営化を具体化す るため の内部的条件を整備 した ものであ り,こ れ と
連動する外部的条件一 金融 ・通貨 ・財政 ・通商分野 を整備 しない限 り,何 ら意味を持つも




「通貨 ・信用法」は,「通貨 ・信用評議会」(ConseildelaMonnaieetduCredit)に よって運営
されるが,ま ず財政 ・通貨システムを改革するに当って,こ れまで政府=大 蔵省の付属機関でし
がなかった中央銀行に,同 国の通貨 ・金融政策,通 貨供給および為替管理に関する強大な権限を
付与 し,中 央銀行と大蔵省および造幣局 との機能が各々明確に区分された(第11～18条)。 こo,た
め従来,大 蔵省に認められていた無制限な通貨発行権は否定された。また,中 央銀行総裁および
副総裁の任命権は,従 来の蔵相に代わって国家元首が任命 し,そ の任期は6年 に定め られた(第
22条)。
さらに,中 央銀行は各年度政府通常歳入総額の10%以 上の額を超zて 政府に融資することが禁
止された。 と同時に,政 府は中央銀行か らファイナ ンスを受けた場合,15年 以内に返済すること
が義務化された。企業に対す るファイナンスも,各 年度政府通常歳入総額の20%以 内の範囲を超
えてはならないとされた(第78～79条)。
同法が採択されるまで,経 済機構の中枢を担 う大蔵省,中 央銀行,造 幣局は名 目的には分離 さ
れていたが,実 際にはこれら中枢機関は,政 府=大 蔵省の独裁的指揮下に置かれてお り,政 府は
増大する歳費を賄 うため通貨を無制限に発行 していたのであり,経 済再建を遂行するためには,
大蔵省の権限を大幅に縮小し,通 貨システムを改善する必要に迫 られていた。
ファルーク(N.Farouk)に よれば,1980年 から1989年 の期間における国内総生産(GDP)の
年平均伸び率は3.5%で あるが,こ の間の年平均通貨発行増加率は14.7%を 記録 している。 そし
て約600～1000億DAが 闇市場Y:吸 収されており,ア ルジェリア経済を未曽有の混乱に導いてい
た。また この間,年 平均国内粗投資伸び率は1.i%で しかないのに,政 府金融機関による年平均
国内通貨建て信用供与増加率は15.9%,国 営企業に対する年平均国内通貨建て信用供与増加率は
13.6%を 記録している。他方,政 府金融機関による国内通貨建て信用供与の うち通貨発行の占め
(20)
る比重は1980年 度が82%,84年 度が95.5%,1990年 度が98.4%に も達 している。








市場を異常なまでに肥大化 させるものとなっている。 と同時に,闇 市場で蓄積され続ける退蔵貨
幣は独 自の通貨圏=経 済圏を構成 し,公 的市場における利子率を引 き下げる要因を構成 している。
マクロの視点からすれぽ利子率の低下は,投 資誘因を増大させるファクターを構成 しているが,
アルジェリアの場合,主 要産業のいずれもが政府の硬直化 した非効率な管理 ・統制下に置かれて
お り,雇 用および産出量の増大 と結合した生産的産業部門への投資を加速するものとなっていな
い。IMF・ 世銀は,イ ンフレーションの収拾を実現す るために貨幣総量の縮小 と銀行預金利子の
大幅な引 き上げを迫っているのである。
次に同法は,外 資導入の自由化および管理貿易システムの撤廃を明文化 した。すなわち外国資
本に対 して国内市場を開放 し,相 互互恵の原則のもとに外国の金融機関がアルジェリア国内でオ
ペレーションを営む権利を認め(第3部 第127条～130条),非 居住者(外 国人)が アルジ ェ リア国内
において経済活動を営むことも認めている(第181条 ～183条)。 さらに,ア ルジ'エリアで経済活動
を営む外国企業の国外送金,合 弁企業の設立 も認められてお り(第184条),こ れまでの49%の 枠
内で しか認められていなかった外国企業の投資制限も撤廃された。
このようにシャドリ政権が選択 した市場経済導入策は,「通貨 ・信用法」の採択をもって そ の
最終段階を迎えた。 しかし1993年現在,シ ャドリ政権が指向 した市場経済の導入政策は何 ら具体
化 していない。
とい うのは,「 通貨 ・信用法」の採択を契機 としてアルジェリア社会,経 済は未曽有の混乱に
突入 したからである。混乱を招来したのは,以 下2つ の理由に基づいている。その1は,危 機打
開策 としての市場経済導入策をめぐって,シ ャドリ大統領自身を支えていたFLNが 分裂,崩 壊
した こと。その2は,他 の第三世界諸国に見受け られるように急激な経済の自由化に向けての措
置一 通貨の切 り下げ,企 業および生活必需品に対す る政府補助金支出の削減一 は,イ スラミ
ス トの反乱に端的に示 されているように,同 国の社会的混乱に一層拍車をかけるものとなってい
るか らである。
既に1985年 以降,シ ャ ドリ大統領は参加基金設立と同時に国民議会に 「通貨 ・信用法案」を提
出していた。だが同法案は,FLNの 専一的支配下に置かれていた国民議会で悉 く拒否され,実
現不可能な状況に置かれていた。 と同時に,経 済改革:をめぐってFLN自 体,従 来の路線を堅持
することを主張す るグループ(保 守派)と,市 場経済の導入を主張するグループ(改 革派)の 間で
大きな軋礫が生 じ,収 拾不能な事態に陥っていた。経済改革に命運を賭けるシャ ドリ大統領は,
かか る脈絡の中で発生 した88年10,月の食糧暴動を契機 として,経 済改革を頑なに拒絶 している国
営企業指導部に対する政治的反撃を開始 し,党 内のヘゲモニーを掌握することに よって,1990年
4月14日 の国民議会において辛 うじて 「通貨 ・信用法」の採択に漕ぎつけたのであった。
すなわち同大統領は,食 料暴動の引責により88年11月5日,ブ ラヒミ首相を更迭 し,同 月9日
Y`メルバを首相に任命。同年12月23日 には大統領選挙Y'よ って3選 を果たした。また89年2月13
日には,政 治の民主化,す なわち複数政党制,集 会 ・結社の自由,言 論の自由を保証するi新憲法
を国民投票によって採択 し,同 大統領に対す る国民の信任を とりつけた。さらに89年9月16日 に
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は メルバ首 相を更迭,ハ ムル ーシ ュを首相 に任命 した。だ が経済改革 の先鋒 であ ったハ ムル ーシ
ュ首相 は,91年6,月4日,イ ス ラ ミス トと軍の衝突 の責任 を とって辞 任,後 任には同月6日,ゴ
ザ リが任命 され た。 また,シ ャ ドリ大統 領 自身,91年5月28日 にはFLN内 部 の保 守派 と対決 し
議長 を辞任 した が,92年1月11日 には軍V`よ って権 力の座 を追 われ,軍 事政 権が成立す るに至 っ
て い る。
とはいえ シャ ドリ大 統領 は,軍 に よって政権 の座 を追われ るまで改革派 を結集 し,経 済改革 の
遂行 に専念 した。 フ ァル ー クに よれば,通 貨 発行 に関 して中央銀行 がヘゲモ ニーを掌握 したのは
法的 には 「銀行 お よび金融機関 の運営 に関す る規定」(r6glesdegestiondesbanquesetdes
6tablissementsfinanciさrs)が 政 府内で了承 された91年8月14日 の ことであ り,同 規定が公 的 に
(21)
適応 された のは同年9月30日 のこ とであった。
政 治的混迷状 態の中において抜本的 な法改正を行 うこ とが不可能な事態に直面 したため,同 大
統 領は 「通貨 ・信用法」採択 に伴 う国内法の整備一 銀行法,税 法,商 法,会 社更生法一 を完
遂す るため 国民議会で の討議 に よることな く強権的方策,す なわ ち閣議 決定方式 に よって次々に
部分 的 ・断片的 な無数の政府通達 ・政令(r691ement,circulation)を 発令す ることに よって市場
経済導 入に向け ての具体化を図 った。 このため91年2月7日 には,フ ランス ・ドイ ツ商工会議所
が合 同で会議 を開催 し,「 通貨 ・信用法」 採択 以降 発令 された政府通達 ・政令 を整理 ・分析 して
い る よ うに,き わめて複雑な様相を呈 している。 また 「通貨 ・信用法」採択後,ア ル ジ ェ 市 に
BNP,ク レデ ィ リヨネ,ソ シエ テジ ェネラル,ワ フ ァバ ンク,シ テ ィバ ンクがそれぞれ支店 を




アルジェリア政府は,市 場経済導入を図るため 「通貨 ・信用法」を採択 したが,93年8月 現在,
同法を具体的に適応する方策は,国 内における政治的 ・社会的混乱によって巨大な困難に遭遇 し
ている。同法の適応を妨害 している政治的 ・社会的混乱自体,構 造調整政策の適応によって生み
出されたひとつの帰結でもある。 とい うのはアルジェリア政府が,通 貨 ・信用法を採択 し国営企
業の民営化措置に踏み切 った時,同 国経済は破滅寸前の状況に置かれていたのであり,経 済改革
を遂行す るために必要 とす る資金を独自に調達することが不可能な事態に直面 していた。このた
め同国政府は,1987年,議 会に審議を委ねることもな く極秘にIMF・ 世銀 と交渉を開始し救援




1991,pp.31-35.この た め93年1月25日,通 貨 ・信 用 評 議 会(CCM)は 「外 国 の 銀 行 が ア ル ジ ェ リ ア
国 内 に 支 店 を 開 設 す る 条 項 」 を 改 正 した 。 詳 細 は 以 下 を 参 照 。 瓢 αrc舵 εTrOがc醸 κ θ'ル 蛋64漉rα 雇 伽3,
5-fevrier-199;,p.349.
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;財 政援助 を依頼 したのであ り,ま たIMF・ 世 銀は構 造調 整政 策の受け入れを条件 として 同 国
の経済援 助に乗 り出 したのであ った。
経済支援 に乗 り出 した世銀 が,1986年 か ら92年 までに同国に供与 した信用総額 は15億 ドルにも
達 している。 さ らにアル ジェ リア政府 は,世 銀に1993年 ～97年 の期 間,年 平均4億5000万 ドルの
融資 を要求 してお り,93年3月 には住宅建設 資金 お よび建 設部門近代化資金 と して2億 ドルの融
(23)
資が行われ ている。 また93年7月 現在,教 育部 門に対 す る4000万 ドルの融資 に関す る交渉 が行わ
れてい る。世銀 の融資対象 は,イ ンフ ラ整備部 門,公 共 サ ービス部門(水 資源開発,運 輸,保 健,
教育),社 会部門(住 宅),金 融 ・行政部 門の能率向上等を中心 と した部門 に向け られ る。 しか し,
被援 助国に とって きわめて有利な条件(返 済猶予期間5年,返 済期間15年,年 利7.5%～8%)の もと
で行 われ る世 銀の融資は,IMFと の協調融 資であ り,そ の主要 目的 は構造調整政策 の遂 行,す
なわ ち,市 場経済 の導 入の実現 に置 かれてい ることに変わ りな い。
他方,IMFは91年4月,通 貨 ・信用法 の採択 に漕 ぎつけたハ ムル ーシュ内閣(89年9月16日 ～
91年6月4日 ノと通貨切 り下げ と貿易の 自由化=管 理貿易 システ ムの撤廃=貿 易収支 の 改 善 に 合
(24)
意,1989年 に4億8000万SDR,1991年に3億SDRの 融資を行 ってい る。 また91年9月30日,
(25)
アル ジェ リア中央 銀行は,IMFと の協 定に基づ いて通貨 の22%切 り下げ を発表 した。
かつ て ブレ トンウッズ協定 に基 づ き,同 一母体 の2つ の機 関 として生 まれ たIMF・ 世銀 のア
ル ジェ リアに対す る融資の開始 は,先 進工業諸 国政府 な らびに商業 銀行 に青 信号を示す ものであ
った。 とい うのは,こ の時,先 進工業諸 国政府 な らびに商業銀 行は,膨 大 な累積債務を抱 え,88
年10月 には大規模 な暴動に見舞 われていた アル ジ ェリアに対 して危惧 の念 を抱いていたか らであ
る。 この よ うにIMF・ 世銀は,コ ンデ ィショナ リテ ィーの受 け入 れを条件 として アル ジェ リア
政府支援 に乗 り出 した。 だが同国政 府は,IMFと ハ ムルー シュ内閣の問で結 ぼれた協定 事項の
全て を受 け入れ てお らず,両 者間 の交渉 は難航 してい る。 アブデサ ラ ー ム首 相(92年7月19日 ～
93年8月20日)に よれ ぽ,93年7月 現在IMFが アル ジェ リアに要求 してい るのは以下7点 を骨子
(26)
とす る経済改革 の実施 であ る。
①基礎必需 品に対す る政 府の補助金支 出の全面的撤廃,② 通貨 の大幅 な切 り下 げ,③ 公 団の民
営化 と不要人員 の解雇,④ 貿易 の完全 自由化の実現,⑤ 対外累積債務 の リスケ宣言 の実行,⑥ 赤
字財政 の改善,⑦ 金融 引き締 め政策 の実現一 公定歩合(銀 行預金利子)を イ ンフ レ率 と同水 準の
30%以 上 に設定す ること,以 上7点 であ る。
まず基礎必需品 に対す る政府 の補 助金支 出撤廃 に言 及すれぽ,ア ル ジ ェリア政府 は91年6月3
日,IMFと の間に おいて調印 された協定 に基づ き,92年4月1日 より補助金支 出撤廃を予定 し
㈱IMF・ 世 銀 の 融 資 に 関 し て は 以 下 を 参 照 。Coη ノoηo伽 紹,no.14.31-mars-1993,ECOTECHNICS,
Alg6r,p.10.ま たIMF・ 世 銀 の 歴 史 に 関 して は 以 下 を 参 照 。 松 井 謙 『開 発 援 助 の 経 済 学 』 新 評Pi
1980年,61～76ペ ー ジ。




ていた。 だが,補 助金支 出撤廃 は低所 得者層 の生 活を直 撃す るだけでな く,こ れに端 を発 した暴
動 が多発 してお り,政 治的不 安定要 因に転化する可 能性があ るため実行をため らっていた。実際,:
1981年6月 にはモ ロッコの首都 カサ ブランカで食糧 暴動 が発生,ま た83年12月 ～1月Y`か け チ ュ
(27)
ニジァを食糧暴 動が席巻 してい る。 これに対 してIMFは アル ジェ リア政府が補助金支 出を撤廃
しない限 り,4億SDRの 融資 を凍結す るこ とを宣言 した。 このため ゴザ リ内閣(92年2月22日
～7月8日)は ,92年6,月20日 か ら牛乳,パ ン,ス ムル,3品 目を除 く20品 目に対す る補助 金 支
(28)
出を一挙 に撤廃,補 助金支 出が続 行 され るパ ンの価 格を50%値 上げす る措置 を とった。
確かに基礎必 需品に対す る政 府補助金 の撤廃に よって政府支 出は大幅 に軽減 さ れ た し,IMF
は協 定履行 を評価 して融資凍結 を解 除 した。 ちなみに生 活必需品,.Y'対す る政府補助金 は,1982年
の386億DAか ら91年 度 には526億DA(91年 為替 レー ト換算で約23億 ドル)に 増大 してい る。オイル
ブームが過去 の夢 となった現在,補 助金支 出はアル ジェ リア政府に とって巨:大な財政的 負担 にな
っていた ことは事実 である。 だが,補 助金支 出があ ったか らこそ低所得者層 の生活 は維持 されて
いた のであ り,こ れ が撤廃 された ことに より,こ れ まで低価格に押 さえ られてい た生活必需 品の
価 格 は30～50%に 高騰 し,経 済的に恵 まれない人 々の生活,な かで も約200万 人 に ものぼ る青 年
層失業者 を直撃す るに至 ってい る。 こ うした措置 は,国 民 の経済状態 を向上 させ ることを約束 し
て いる同政 権に とって,巨 大な ジレンマを意味す る。 こ う した中で 同政権 は,IMF・ 世 銀 の意
に反 して総 人 口2500万 人の うち1470万 人 の貧 困者層(平 均7～8人 家族で1人 当 りの年間収入が7000
(29)
DA二 約3万5000円 以下の老)に 対す る生 活補 助金支 出,280億DA(約13億 ドル)を 計上 した。
産油 国 アル ジ ェリアの場合,非 産 油国モ ロッコ ・チ ュニ ジア と比べ て,豊 富な炭化水素輸 出収
益 に よって賄われ ていた政府補助金 が国民生 活の 中で占め る比重 は大 きか った。 ちなみV`,91年
度 の国民1人 当 りの牛乳平均消費量 を比較 してみれぽ,ア ルジ ェリアが100旦(リ ットル)に 対 し
てモ ロ ッコお よびチ ュニジアは40旦 で しかない。 しか もアル ジェ リアの年 間牛乳生産量は国民1
人 当 り401で しかな く,60kが 輸 入 され,低 廉な:価格 で国民に供給 されていた。1992年 度 の牛乳
輸 入量 は23万6000ト ン,5億6000万 ドルV`達 して いる。他方,92年 度 の牧畜振興 を 目的 として行
(30)
わ れた政府投資額 は5000万 ドル,牛 乳輸 入額 の10%に も満たな い。
同国政府 は,政 府補助金支 出の削減 の一環 として,93年 度 は牛乳 をは じめ主要必需 品の輸 入を
全 面的に抑制す る政策 を打 ち出 して いるが,か か る抑制措置 は都市部住民 の生活水準 を一挙 に悪
化 させ反政府運 動を加速 化 さぜ る要因 に転化す るこ とは必至 であろ う。
㈲ モロッコの食糧暴動に関しては以下を参照。"SobhiCaharik,'CasablancaPourquoiP",、4/r'g彬一
・43'θ,no.243,pp.32-40.(邦 訳 「揺れる王座」 『マグレブ』 日本アルジェリア協会,no.98,1981
年11月 号,pp.5(ト58)
チュニジアの食糧暴動に関しては以下を参照。武内進一 「チュニジアにおける食糧暴動」(『マグレブ』






次に通貨の切 り上げは,IMFと の協定に基づいて開始され,第5図 に示されるように同国通
(31)
貨(DA)は91年 から92年12月 の期間,約400%も 切下げが行われている。 こうした通貨の大幅な
切下げは,輸 出の増大とインフレーションの収拾を目的に着手されているが所期の目的を達成す
るどころか,ア ルジェリア経済を一層混乱に陥れる要因に転化 している。 とい うのは,国 内通貨
建てで輸入を行っている公団および民間経済部門は,生 産活動に必要とされる原料,半 製品の全
てを輸入に依存してお り,輸 入品価格の急騰と原材料不足に直面するに至っているからである。
他方,同 国の輸出収益 の95～97%を 担っている炭化水素は ドル建てで輸出されてお り,国 際エネ
ルギー市場における価格変動にさらされているが通貨切 り下げの影響を受けていない。
政府統計V`よ れば,通 貨切 り下げによって炭化水素を除 く工業製品の国内価格は,1991年 に76
0,1992年 第一 ・四半期には39%,第 二 ・四半期には39%,第 三 ・四半期には46.3%,第 四 ・四
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(出 所)各 年 度1ル1F/∬FSyearboobよ り作 成 。




る状況下 において,ま た年率3%で 増加 し続 ける人 口に加z.て,新 たに解雇 された失業者の群 れ
は,も はや収拾不可能な社会的混乱要因 に転化す るに至 っているか らである。 実際,毎 年約100
万 人以上 の労働年齢人 口が増加 し,人 口は1992年 現在 の2500万 人か ら2020年 には5200万 人にな る
(33)
もの と予測 されている。
確 かに これ まで解雇が行われた こ とのない国営企業に おけ る従業員解雇 は,政 府 の手厚 い保護
の も とに置かれ,膨 大 な炭化水素収益=財 政補助に依存 していた政府依存体質 を改善す る契機 に
転化す る契機 を 内包 してい る。だが,こ れ ら企業を取 り囲む外部環境 は改善 され るどころか逆 に
悪 化 の一 途を辿 ってい る。政 府発表に よれば,92年7月 現在,公 団が抱 えている負 債 総 額 は約
(34)
180億 ドルに達 している。 こ うした中で92年10月 には6公 団が破産申告を行 ってい る。
92年6月 に発表 された,ア ル ジ ェリア第2の 都市 オラ ン商工会議所 の レポー トに よれ ぽ,同 県
所 在 の企 業(公 団 ・民間)の うち約40%が,半 製品,原 料,部 品の不足 に よって操業 不 可 能 な 状
態 に置 かれてい る。残 りの25%の 操業率 は約10%に 低下 してい る。
かか る事態に対 して アブデサ ラーム首相 は,92年 度予算 か ら公 団財政健全化政策 の第一歩 とし
(35)
て,こ れ ら公団 に425億DAの 財政補助 を行 ってい る。 また93年1月,民 間企 業が通貨切 り下げ
(36)
に よって蒙 った被害を補償す るため30億DAの 補助 金を支 出す ることを決定 した。 とい うのは,
市場 経済 の導入 を加速化 させ,弱 小公 団の倒産 を放 置す るな らぽ,倒 産 した公 団か ら労働市場 に
排 出 され る失業者 の群れ は,劇 的 なまでの社会的不安定要 因を構成す るもの とな るか らであ る。
だ が1992年 度政府予算 自体,約741億DA=マ イナス40%も の財政赤字 を記録(推 定値)し てお り,
(37)
これ以上,財 政 的援助 を行 うことは不 可能に近 い。
また こ うした輸入品価格 の急騰 は激 しいイ ンフレを誘 発 し,イ ンフレは投機 を加速化,資 産の
ない国民 の購 買力を さらに収奪す るもの とな ってい る。政 府発表に よれば,90年 度 のイ ンフ レ率
は30%,91年 度 は,一 般 消費物資 が28%,工 業製 品が41%,92年 度は32%を 記録 してい る。 また
(38)
82年 度 の首都 アル ジェの物価指数100に 対 して92年6月 には333.2を 記録 してい る。激 しいイ ンフ
レーシ ョンを誘 発させ てい る直接 的要 因は,政 府 の通貨政 策に起因 してい る。前項 で指摘 した よ
うに,同 国政府 は歳費を賄 うために80年 代 を通 じて通貨供給 を拡大 し続 けて きた。 「通貨 ・信用
法」 は,こ うした通貨政 策を根底的に改革す ることを目的 とした ものであったが,状 況 は何 ら改
革 され ていない。政府統 計(ONS)に よれぽ,89年 度 の貨 幣総量(M2)は 対前年 度比で5.4%増,
90年 度 は対前年度比で10%増,91年 度420%増 を記録 している。91年 度末 の中央銀行 の政府 に対
す る貸 出 し総額 は1990年 度 末会計 と同額 の940億DAを 記録 している。また企業(公 団 ・民間企業)
G3マ グ レ ブ の 人 口 増 加 が 抱 え て い る 問 題 に 関 し て は 以 下 を 参 照 。"Maghreb:Faceaud6fideme-
grahique,"El恥'α π,26・juillet-1992,p.15.MokhtarLakehal,oρ.`ゴ'.,pp。145-176.
GφMarchesTroρ'6αz∫κ θ'漸 θ4お2rrα π6θηε,23-octobre-1992,P.1432.
G⇒MarchesTroρ ゴoαπκet漸 ε4π θrプαπ6θ22ε,26-juin-1992,p.1642.
G〔》MarchesTroρ ゴ`απκ6'漉4"¢rrα π6θπ3,23-octobre-1992,P.1642,





に対す る信用 貸与総額は3260億DA(約150億 ドル)に も達 してい る。 た だ し世銀 レポ ー トは,通
貨 ・信用法 の採 択を契機 と して政 府歳 出の中で中央銀行か らの借入 は減少 している として財政引
締 め政 策を評価 してい る。す なわち同 レt一 トに よれぽ,88年 度政府歳 出の うち中央銀行 か らの
借 入はGDPの11.8%か ら1990年 には3.2%,91年 には4.4%に 低下 してい る。また,M2のGDP
(40)
に対する比率も88年末の93%か ら92年末には53%に 低下 している。
かかる状況を改めるためIMF・ 世銀は預金利子率(公 定歩合)を,現 在の11.5%か ら30劣に引
き上げ,92年 度の輸入割当額を80億 ドルから最低限120億 ドルに拡大するよう要求 して い る。だ
が第6図 からも明らかなように,外 貨準備高は国際エネルギー市場における炭化水素価格 の変動
に影響されて93年6月 現在,13億5000万 ドルしかなく,政 府は輸出を拡大す ることが不可能な状
況に置かれている。こ うした困難な国際環境のもとで,政 府は国内需要を賄 うために通貨発行に
頼 り,増 刷される紙幣はさらにインフレーションを・昂進 させるものとなっている。アルジェリア
の場合,中 南米諸国のようなインフレには見舞われていないが,急 激な人口増加 と都市化および
生活の近代化等の要因に加速されて国民の有効重要が増大 しているにもかかわ らず産出量:がそれ
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(出 所)IMF,IFSよ り作 成 。



















(出 所)IMF/DTS1991年よ り作成 。
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続 け られてい るためにイ ンフレーシ ョンは益 々昂進 す るもの とな ってい る。
N.構 造 調 整 政 策 の 矛 盾
構 造調整政 策の適応 は,シ ャ ドリ政権 の崩壊 とイ スラ ミス トの台頭,さ らには軍事政権 の樹立
にみ られ る よ うに,ア ル ジェ リア経済の蘇生に結合せず,逆 に社会的 ・経済的混乱を さ らに増幅
す るもの となっている。 とい うのは,健 全財政の確 立を 目的に脅迫的 ともい える手段を行使 して
実現 された基礎必需 品に対す る政府補助金 の撤廃 にみ られ るよ うに,構 造調整政策の第1の 標的
に され るのは,腐 敗 した軍部や政治指導者 ではな く何 よりも社会的弱者だか らで ある。 このこ と
は構造 調整政策を受け入れ てい る第三世界諸 国で社会的格差が拡大 している現状 を分析 したブル
(42)
ギ ノ ン(F。Bourguignon)お よび モー 奨ス(C.Morris)の 研究か らも うかが うこ とがで きる。





86年 の期間,政 府の公共投資が38%も 削減され,初 等 ・中等教育にとって必要 とされる教員募集
を当初の4万 人から2万5000人 に削減されている。またガーナでは,4年 間公務員募集が中止さ
れ,公 共投資は劇的な減少を示 している。すなわち,同 国は1883年 に構造調整を受け入れている
が,公 共投資は1975年 には国内総生産の7%か ら82年には1%以 下に切 り下げ られてお り,貧 困
者層の生活を直撃するものとなっている。 もちろん,IMFが 要求 している構造調整の優先順位は,
それぞれの被援助国によって異なっている。先に触れた ようにモロッコお よびアル ジェリアに対
しては基礎生活必需品に対する補助金の廃止,コ ー トジボワールに対 しては米および公務員住宅
に対する補助金支出の撤廃であ り,ガ ーナに対 しては肥料お よび殺中剤に対する補助金支出の撤
廃を要求 している。
当初,IMF・ 世銀はアルジェリアと,1993年 までにアルジェリア通貨の党換性および貿易の自
由化の実現に合意 し,市 場経済導入策に着手していた。だが,シ ャ ドリ政権を軍事 クーデターに
よって放逐した軍事政権下で92年7月19日 成立 したアブデサラーム内閣は,こ れまで同国政府が
IMF・ 世銀の主導のもとでとってきた市場経済導入政策に異議を唱え,貿 易に対する政 府 の管
理 ・統制を強化す る政策を打ち出 した。だが,か かる政策を実行に移す間もな く,同 政権は,93
年8月20日,軍 部によって更迭された。以下本項では,IMF・ 世銀の構造調整受け入れを拒否 し
た同政権がとった政策を検討 してみたい。
さて,組 閣を終えたアブデサラーム首相はアルジェリア経済の再建を軍部 と国民に約束 し,92
年7月 のインタビ3で,保 護貿易の正当性を主張,国 営企業の急激な民営化に反対 し,貿 易に
対する管理を強化すること,輸 入を削減 し経済危機を乗 り切ることを主張 した。この発言はアブ
デサラーム首相が,IMF・ 世銀主導の構造調整政策に公然 と反対 していることを示唆するもので
(43)
あ り,当 然のことながらIMF・ 世銀 との間に亀裂を生むものであった。
アブデサラーム内閣の政策,す なわちIMF・ 世銀の主導のもとで進められている構造調 整 を
「拒絶」す る政策は,92年9月20日 に公表された 「政府綱領」に明確に示されている。 同綱領は
雁大なページ数にわた り危機打開のための政策の基本を提示 し,同 国経済の現状を克明に分析 し
(44)
て以下のように述べている。
「現在,わ が国の経済は根底から揺さ振 られてお り,組 織は解体され,業 績は著しく低下 し
ている。発展の成果は不平等に分配され,経 済管理システムは浪費 と腐敗を生み出す ものとな
っている」
また危機を招来するに至った政策的要因に関 して以下のように指摘 している。
「構築の途上にあった産業機構は,198C年 代に凍結され,今 では破壊されてしまった。 統合
化プロセスが中断されたため,わ が国の産業機構は全面的に輸入投入財(原:料,エ ネルギー,労
働力等生産に投入される全ての要素)に 依存するに至っている。また,国 内生産は,数 量,品 目,





営企業の生産 ・管理 ・サービス手段の全てが調整不可能な状態にまで破壊されて しまった」と指
i締し,ア ルジェリアの開発政策挫折の政策的な最大の要因は,シ ャ ドリ大統領が行 った国営企業
の独断的分割 ・再編お よび民営化措置であるとして,80年 ～90年 の期間にとられた経済政策を厳
しく批判 している。
そ して向こう3年 間,試 験的に複数為替相場制を導入すること。またシャドリ政権が市場経済
導入の布石 として策定 した参加基金を廃止することを規定 している。そして何 よりも自力更正を
中心 とした危機打開策を提示 し,ア ルジェリア経済の外部依存的体質の改善を訴えている。
同綱領の具体的施策 として,93年 度予算策定に当 り,「参加基金」 および 「行政審議会」【(政
府 ・国営企業の代表・労組代表)が 権限をもっていた国営企業責任者の任免権を政府が掌 握 した。
また輸入を制限するため 「国外取引特別委員会」を設立,輸 出入取引契約書の審査(許 認可)を
義務化,経 済に対する管理 ・統制を強化 した。さらに93年度の輸入割当を80億 ドルに制限 し,医
薬品に代表 され る絶対的必需品以外の輸入を事実上禁止,ま た食料輸入を前年度の22億 ドルから
12億 ドルに削減することを決定し,92年8月18日 には輸入許可品目一覧表を公示することに より,
(45)徹底的
な輸入抑制政策を打ち出した。 ,
さらに,同 首相は戦時経済体制を宣言,93年3月 には政府通達(circulationno.130)を 出 し
無 期限物価凍纈 宣討 ると同時咽 民、.耐乏生活を呼びかけ鷺 。うし鵬 置力・とられたの
は,支 払い不能 に陥 って いる同国のデ ッ トサー ビスの支払 いを訂能 に し,何 よ りも リス ケ宣言 を
回避 す るためで あった。かか る措置 が とられ るこ とに よって同国 の外貨準備 高は,第6図 に示 さ
れ る よ うに90年 当初の7億2500万 ドル か ら93年6月 には13億5000万 ドルを記録 した。 だが,国 内
で は物資 が従来に も増 して著 しく欠乏 し,闇 市場は さらに肥大化,ハ イパーイ ンフ レー シ ョンに
直撃 され てい る労働者に よるス トは激発 し,イ スラ ミス トに よる反体制運動 を支 え る要 因に転化
す るに至 ってい る。
以上 みて きた よ うに,ア ブデサ ラーム内閣はIMF・ 世銀主導 に よる構造調整政策 の受 け入れ,
なか で も急激 な市場経済 の導 入策 と通貨の切 り下 げに抵 抗 したため,92年7月,同 国 とIMFと
の問 で締 結された協定,す なわち アル ジ ェリア通貨(DA)の ドル との交 換 レー トを現 行の1ド
ル=22.56DAか ら32DAに 切 り下 げ る協定は 「国内におけ る政 治的支援不在 のため」実 現 さ
(47)
れ ていない。
だが 同国経済は,国 際金融機関に よる援助 を拒絶す ることので きな い逼迫 した状況 に置 かれて
い るこ とには変わ りない。それ どころか,'93年7月 現在,90億 ドルにも達 したデ ッ トサ ービスの
支 払 いが きわめて困難 な状況に置かれ ている。先に触れた ように ゴザ リ内閣は組閣す るや否 や,
㈹ ・4186r'9・4dπ α配6,no.1473,27・avrilau3-mai-1993,p.5.また92年8月18日 の 通 達(circu・




リファイナ ンスの交 渉を行わなけれぽ ならなか った。 この交 渉は,ク レデ ィ リヨネを主幹銀行 と
す る240行 に よって構成 され る国際 コ ンソーシアム と銀行 との間で行われ,92年2月11日,92年
10月 ～93年3月30日 までに返 済を迫 られてい るデ ッ トサ ー ビス14億5700万 ドル の再融資 を得て辛
ぱ　　う
じて りスケを回避す る ことが出来た。 な おアル ジ ェリア政府 は,リ ファイナ γスとい うターム
を使用せず りプロフ ィラー ジュ(reprofilage)と 命名 してい るが,こ れ は債務 の借 り換 えであ り,
さ らなる債務 の増大 を意 味す る。
ゴザ リ首相 自身,辞 職直前 の92年6月8日 ,「 アル ジェ リアを襲 撃 してい る経済危機を乗 り切
るために は,部 分的 な リスケ宣言 を回避 で きない。今 やDSRは75%に 増大 した。 少な くともデ
(49)
ッ トサ ー ピスを30%に まで引 き下げなければな らない」 と述べ,経 済運営 の困難 さを示唆 してい
た。
かか る状況下 で93年6月24日,ア ブデサ ラー ム首相 はIMFの 要求す る構造調整政策 を再度激
しく批判 し,以 下 の よ うに述べた。 「わが 国は,IMFが 要求 している 通貨 の切 り下 げ と,公 団
従業員70万 人 の解雇 を行 うことは出来ない。 ……構 造調整 の受 け入れば,わ が国の経済を破滅 さ
せ るこ とに繋 がるものであ り,ア ル ジェ リアの利 益にかなった形態 での解決策を実現すべ く交渉
(50)
を続行す ることは可能だ と考え る」
確 かに 同首相 の発言 を引用す るまで もな く,こ れ以上 の通貨切 り下げを実行 し,公 団の従業員
を解雇すれ ぽ社会問題 がさ らに肥大 化す る ことは必至であろ う。 また外 資導 入の 自由化 と民営化
に よって倒壊寸前 の公団が一挙 に国際競争 力をつけ,欧 米資本に対 抗 して国際市場に参入 してい
くこ との出来 る保証 は皆無 である。 それ ど ころか,脆 弱な同国の国内市 場は先進工業諸国 の資本
と製 品に侵食 され て壊滅す る ことは明 らかであろ う。 とはいえ,同 首相 が と り続けてい る戦時経
済体制 に よって経済再建 の展望 は皆 無であ り,ま してや国際金融機 関 との断絶は,一 時的にせ よ
同国経済 の事実上 の壊滅 を意味す る。
ともあれ,こ の発言が行われた時,IMF代 表 団が同国を訪 れ,構 造調整政 策の受 け入れを迫
ってい る最中であ り,IMFと の関係悪化 が懸念 された。
このため軍が実権を掌握 している国家 高等委員会(HCE)はIMFと の関係悪化を懸念 し,8
月21日,ア ブデサ ラーム首相 を突如更迭 し,レ ダ ・マ レクを首相Y`任 命 した。 もち ろん,国 家高
等委員会が同首相 を更迭 したのはIMF・ 世銀 との関係悪化 のみを危惧 したか らで は な く,厳 格
な統制経済 の復活 に よって国民 の不満 が極 限状態 に置かれていたか らで もあ り,同 委員会 は延命
策 と して アブデサ ラーム首相 に事態 の責任 を とらせたか らで もあ る。マ レク新首相は テヘ ランで
アメ リカ人人質事件が発生 した時 の駐米大使 であ り,ア メ リカ政府 に とっての 「恩人」で ある。
また マレク新 内閣 には1989年,同 国政府がIMFと の間 で構造調整 に合意 した時,IMF政 府代表
と して駐 米 していたべナ シュヌー(MourachBenachenhou)が経済相に任命 され てお り,IMF・
臼$」E'陥'α π,11,f6vrier【1992.
臼9瓢 α8乃rε δSelection,no.697,18-juin-1992,P.2.
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182『 明大商学論叢』第76巻 第1号(182)
(51)
世銀 との宥 和 を図る姿i勢を示 している。 だが,ア ブデサ ラー ム首相 が更迭 されたか ら と い え,
IMFの 要 求す る構造調整を受け入れ るこ とは,山 積す る国内問題 をさ らに肥大化 させ る こ と は
必至 であ る。 こ うした中で国家高等委員会 は,以 下2つ の政策 を打 ち出 した。 その1は,ア ブデ
サ ラー ム首 相更迭にみ られ る ように,IMF・ 世銀 との関係 を維持 しなが ら,市 場経済の全面的な
導入期 を96年 以降に見送 り,こ の間を市場 開放 に向 けての移行期(p6riodedetransition)とし
て設定 し,公 団 の完全 民営化,外 資導入 の 自由化,自 由貿易 システ ムの確立 のために必要 とされ
る準備 を完 遂す る。その2は,こ の間,短 期借款 も含め て国際金融市場 で資金 を調達 し,1996年
までに ジ ブラル タル経 由の地 中海縦断 ガスパイプライ ン建設 を完成 させ,安 定 した外貨収入源 を
(52)確保
して工 業化を実現 し,「 世界経済 システ ムへの統合 を実現す る」 ことであ る。
今後 の軍事政 権の指針 とも命名 すべ きこの移行;期の設 定は,93年6月21日 に国家 高等委員会 の
名 の も とに発表 された政 治綱 領草 案(avantproletdeplatformepolitique)の中で言明 されてい
るが,93年7月3日,市 場経済 開発国民会 議(ANDEM-AssociationNationalD6vel。ppement
de1'EconomiedeMarch6)セこよ りシ ンテ ーゼ として公表 され てお り,93年12月 に予定 され てい
(53)
る国民投票 に よって具体化 され る。
とはい え移行期 の設定 はIMF・ 世銀の了解を得 た後の ことであ るが,マ レク新首相 が任命 さ
れ た直後 の8月24日,世 銀 は2億 ドルの借款(ス タンバイ)凍 結 を解除 してい る。またアメ リカ政
府 お よびEC諸 国は,サ ハ ラ地下天然資源 の確保を 目指 し,か つ また 「民主主義擁護」 の名 の も
とに,社 会 的不 正を糾弾 して台頭 しつつ あるイス ラ ミス トと対峙 している現在 の軍事政権 を支持
してい る。
V.経 済危機と地下天然資源
アル ジェ リア政府は移行期を設定 し,IMF・ 世銀の要求する構造調整政策の即時受け入れ,
なかで もリスケ宣言を頑なに拒んでいる。 リスケ宣言を拒絶 しているのは,同 国指導部が抱いて
いるかつての第三世界の旗手 としての誇 りと,リ スケ宣言回避のシナ リオがあるからに他ならな
い。
危機打開策は,短 期および長期的危機打開策に区分することが出来るが,い ずれ もサハ ラ地下
天然資源,特 に天然ガスを開発 し,先 進工業諸国に輸出することに よって同国経済は再建可能で
(59)
あるとい うシナ リオに基づいている。このシナリオは,既 にシャ ドリ時代にナビ・エネルギー相
(当時)に よって打ち出されたものである。
まず,当 面の危機打開策として策定されたのが,シ ャ ドリ政権倒壊直前の1991年11月30日 の国
60MarchesTプoρ ゴαzπκ θ'ル 惣4ゴ'rrα π6θπε,27・ao血t。1993,P.2165.
6⇒HCE,α びαπ'ρrOゴCIdeplaty/Or卿θ ρOr'α 螂`oπsθ ηsκ3nationalSt`r'αρ6rゴ04θ4θtransition,
MAE,22・luin・1993.





民議会で採択 された 「炭化水 素に関す る法 」であ る。 同法は,サ ハ ラに おけ る リボ ンビングお よ
び石油 ・天然 ガス鉱脈 の採掘 ・探 査権 の49%を 外国企 業に販売す ることを認めた ものであ り,軍
事政権下で成立 した ゴザ リ内閣は,同 法の適応 に よ り1992年 度中に60～80億 ドルの臨時収 入を見
(56)
込 んでいた。
しか し政 治的 に きわめて不安定な状況下で,ゴ ザ リ首相 の思惑 は実現せず,同 政権 は総 辞職 し
た。 さ らにア ブデサ ラー ム内閣は同法の適応範囲を拡大 して特定地域 を限定 し,指 定地域 におい
ては外 国資本単独 に よる炭 化水素鉱脈の探査 ・採掘を認めた。 また炭化水素公 団に外 国資 本 との
(57)
資 本提携;合 弁企業 の設 立を認め国際入札を呼びかけた。 このため,93年7月 現在,23企 業(ア
メリカー9協 定,イ タ リアー3協 定,ス ペイン,フ ランス,カ ナダ,フ ィンラン ド,ア ルゼンチン,リ ビア
(58)
一それぞれ1協 定)と 炭化 水素公団の間で炭 化水素鉱脈探査協定が締結 されている。
次 に,長 期的 プ ロジェク トと して策定 されてい るのがマ グ レブ ・ヨー ロッパ ・ガスパイ プライ
ン(GME-GazoducMaghrebEurope)の建設 計画 と,既 に83年5月 に完成 したハ ッシ ・ル ・
メル→チ ュニジア→ イタ リアの ミネル ビオを結ぶ全 長2500㎞ の地 中海縦 断ガスパイ プライ ン(GT
-GazoducTransm6ditterran6en)の搬 出能 力を1994年 末 までに現在 の2倍 に拡大 す る 巨大 プ
(59)
ロジ ェク トの実現 であ る。GMEの 第1段 階は,サ ・・ラ南部 の・・ッシ ・ル ・メル→ モ ロッコ→ ジ
ブ ラルタル海峡→ スペイ ンのセ ビリアを結ぶ全 長1265㎞(ア ルジェリア国内530㎞)の ガスパイ プ
ライ ンの建設計画 であ り,1990年12月,既 にモ ロ ッコの 「マ グ レブ ・ヨー ロッパ ・ガス ドック建
設計画社」 に よって建設費用 の試 算が行われ,91年4月30日,ア ル ジ ェ リア,ス ペ イ ン,モ ロッ
(60)
33国 間でパイプ ライ ン建設協 定が締結 されてい る。同工事が完成す る1996年 にはスペイ ンへ年
間160億 ㎡ の天然 ガスを供給す る ことが見込 まれてお り,総 工費 は12億 ドル と試算 されている。
第2段 階は,セ ビ リアを基地 として ヨ一 口ッパヘパイ プライ ン(配 給網)が 建設 され,年300億 ㎡
(61)
ゐ天然 ガスが供給 され るこ とになっている。
アル ジ ェリアは,1992年 現在,ス ペイ ンのエネルギ ー消費量 の約60%を 供給 してお り,原 子 力
(62)
発電か ら天然 ガスヘ エネルギー政 策を転換 した スペイ ンに とって重要 な意味 を持 ってい る。また
スペイ ンだけで はな く,第1表 に示 され るよ うに同パイ プライ ンが完成すれぽ,将 来,天 然ガス
岡MaghrebSelection,no.672,dulld6cembre1991,pp.2-3,
㈹MarchesTroρ26鰯 κ θ'1脆4漉rrα 舵 飢3,22-mai-1992,p.1299.政府 発 表 に よ れ ば,92年5月10
日,ア メ リ カ の ア トラ ン テ ィ ッ ク ・ リ ッ チ フ ィ ー ル ド社(AtranticRichfiledCompany)が6.5億 ド
ル で 採 掘 権 を 落 札 し て い る 。
67)MaghrebSelection,no.709,15-octobre。1992,P・2・
6$MarchesTropicanaθ'ル 躍4髭2rrα η662z3,16・juillet-1993,p.1837.
㈹ 地 中 海 縦 断 ガ ス パ イ プ ラ イ ン に 関 し て は 以 下 を 参 照 。 拙 稿 「地 中 海 縦 断 ガ ス パ イ プ ラ イ ン の 竣 工 式 」
(『マ グ レ ブ 』no.106,4～7ペ ー ジ,日 本 ア ル ジ ェ リ ア 協 会,1983年10月)。
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(出所)BP統 計。 日本経済評 論社 「石油年鑑1992」1992年7月,127ペ ー ジ。
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の販路 をイベ リア半 島お よびイ タ リア経由 で拡張す るこ とがで きる。
アル ジ ェ リアに対 して最大 の債権 国であ るフランスは,軍 事政権が成立 した時,国 内の世論 の
圧力に よって財政援助凍結 を行 っていたが,92年1月,パ リ国立銀行(BNP)を 幹 事銀 行 とす る
フ ランス銀行 コンソーシア ムが炭 化水 素公 団に対 して15億FFの 信用 を供与,フ ランスガス公団
(63)
(SOFRAGAZ)が スキ クダの天然 ガス液化処理工場 の修復作業 を受注 している。 また93年1月8
日～9日,デ ュマ ・フランス外相 がアル ジェを訪 問 し,国 家高等委員=軍 事政権 を全面 的に支援
す ることを表明 した。4日 後 の同月13日,フ ランスのサ パ ン経済 ・財政相 が訪 ア し,ア ル ジェリア
Y'対 して凍結 していた50億FFの 中期 コマ ーシャル ・クレジ ッ トを解除す るこ とを公表 し,同 時
にベ ンビ トゥール蔵相 と10億FFの 財政 援助議定書お よび1億FFの 共同 出資議定書(protocole
(64)
surlepartenariatfinancier)と両国間 の投資相互保護協定 に調 印 した。
また,7月27日 に はフラ ンスのア ン トレポ社(ENTREPOSE)およびガス公団 と炭化水素公団
の間で・・ッシ ・ル ・メル とアル ラールを結ぶ307k皿 のガスパ イプ ライ ン建 設 と10億FFの 融資に
関 して協 定が締結 された。 フ ランスに とってアル ジェ リアは旧 ソ連 と並ぶ最大 の天然 ガス供給国
であ り,天 然 ガス供給 基地 と しての アル ジ ェリアは重要 な比重 を占めてい る。 ともあれ同工事が
(65)完
成 すれば,フ ランスは安定 した エネルギー供給 を確保 す ることが出来 る。炭化水素公団 に よれ
ぽ,1997年 以 降・GPL生 産能 力を倍増 しアル ジェ リアは世 界最大 の天然 ガス産 出国 になる。
欧 州投 資銀 行(BEI)はGMEプ ロジ ェク トを支援す るため,93年6月29日,炭 化水 素公 団に レ
ガスパイ プライ ン建 設 のため2億ECU(2億4000万 ドル)の 信用 供与に調印 した。 さ らに 同行は,
スペイ ンの ガス公団(ENAGAS)が100%出 資 して設立 された マ グレブ ・ヨー ロッパ ・ガスパイ
(66)プ
ライ ン社 に5億3000万 ドルの借款 を供与 した。 これ は,93年3月29日 ～31日,欧 州議会 マグレ
ブ ・アラブ同盟協力委員会議長 シェイ ソンを団長 とす る欧州議会代表団7名 が訪 ア した際 に約束
した フ ァイ ナ ンスであ る。 また,7月1日,ポ ル トガル政 府 は炭化水素公団 との間 で,1996年10
(67)
月か ら24年 間にわた り,年 間25億 ㎡の天然 ガス購 入契約議定書に調印 した。
アル ジ ェ リアの債務総額 の約20%を 融資 してい る第2の 債 権国 日本 の輸 出入銀行 は,92年10月
1日,来 日した ブハ フス ・炭化水素公 団総裁 との間で651億7000万 円=約5億1400ド ル(4協 定)
の融資に調印 した。 同 日,ア メ リカの輸 出入銀行 とシティ ・パ ンク(CITYBANK)も,ア ル ジ
㊨⇒MaghrebSelection,no,674,9-janvier-1992,p.3.ル歪EED,13-august-1993,p.13.
働MarchesTroρ ゴoαπκetル 形漉 ∫θrroπ6θ η3,5-f6vrier-1993,pp,502-503.こう し た 中 で ア ブ デ サ
ラ ー ム 首 相 は,93年1月18日 ～20日,パ リを 訪 れ,ア ル ジ ェ リ ア に 対 す る 経 済 援 助 を 要 請,両 国 間 の 友
好 関 係 の 存 続 を 確 認 し て い る 。 詳 し く は 以 下 を 参 照 。MarchesT加 ρゴ・催 κet1膨4惚r耀 漉 伽3,26-
f6vrier-1993,p.551.
鱒MarchesTroρ'oα%κetル 形"'θrrα π6θπ3,6-ao6t-1993,p,2030.なお,ア ル ジ ェ リア は1992年7
月 フ ラ ン ス の 天 然 ガ ス 総 輸 入 量 の29.5%に 当 る88億KWHの 天 然 ガ ス を 輸 出 し て い る 。 ま た,1991年
8月 ～92年7月 の 期 間 に は,フ ラ ン ス の 天 然 ガ ス 総 輸 入 量 の31.3%を 供 給 し て お り,旧 ソ 連 の34.4%に
次 い で,第2位 を 占 め て い る 。 ル勉r`姥3Troρ ゴσακκet1脆4漉rrθ 擁 εη3,16-octobre・1992,p.2743.
㊨〔》MarchesTroρ ゴoακκetル 髭i4〃 θrrα2τ6θπ3,28-mai-1993,P.1359/16-juillet-1993,P.1835.
$7)Ely陵z'ζzπ,2/3-juillet・1993,p.5.
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エで炭化 水素公団 に対 して4億8500万 ドル(3協 定)の 融資に調印 している。 日米両国の10億 ド
ル の ファイナ ンスは,ア ルズ,ス キ クダの液化天然 ガス処 理工 場の液化 ガス処理能 力拡張 に使用
(68)
され,1995年 には年間10億mの 天然 ガス処理が可 能にな る。 また93年4月21日,日 本輸 出入銀行
と商業 銀行団 は炭化水素公団 に9億 ドルの融 資を行 うこ とを明 らかに してい る。93年7月28日,
伊藤忠商 事 と日揮(JGC)は ハ シメサ ウ ドに二 つの液化 プ ロパ ンガス処理工場建 設契約 を受 注 し
(69)
た。 同処 理工場 は40ヵ 月 で完成予定 であ るが,日 産2100万mの 処理 が可 能 とな る。 また,93年7
月31日 に は炭化水 素公 団 とア メ リカのベ クテル(BECHTEL)社の問で,ア ル ジェ リア国内 のパ
イ プ ライ ン建 設に関す る工事請負契約 と両社 間で合弁会社設立 に関す る2つ の契約 が調 印 された。
ベ クテル社が受注 したパ イプ ライ ンの建設工事費用 は3億5000万 ドル,2年 後 に完成 予定 されて
(70)
い る。先 進工 業諸国の炭化水素公団 に対 して供与 された信用 の大半 は,信 用供 与国の企業 が受 注
してお り,エ ネルギー資源確保 と同時に,景 気低迷下 の企業 に対す る援助 の役割 も果 た している
といえ よ「う。
炭 化水素公 団 ブハフス総裁 に よれ ぽ,GMEが 完成す る今世紀末 にはポル トガル とスペイ ンに,
(71)
年 間85億 ㎡の天然 ガスを供給す るこ とが出来 る。 さ らに同総裁 に よれぽ,GMEの 総工費 の資金
調達 は総 て整い,1995年10月 までにハ ッシ ・ル ・メル とセ ビ リア間の工事 が完成,1996年 以降,
(72)
年 間185億 ㎡の搬 出能 力が完備す る。他方,92年10月11日 に は,炭 化水素公団 とイタ リアの電気
公 団(ENEL)と の間で天然 ガス販売協定 が締結 され てお り,今 後,さ らに大規模な炭化水素 販
売協 定が締結 されれぽ,現 在の危機を一時的 にせ よ打開す ることが可能 であろ う。 同協定 は,19
95年 ～2015年 の期 間,年 間40億 ㎡の天然 ガスを地 中海縦断 パイプ ライ ンでイタ リアに輸 出す るこ
とを取 り決 めてい る。 ブ・・フス炭 化水素公団総裁に よれぽ1995年 以降,イ タ リアに販売 される天
然 ガスは年 間195億 ㎡ とな り,ア ル ジェ リアの収益 は年 間80億 ドルに達す る見込みで ある。93年
現在,同 パイ プライ ンの搬 出能力は年間160億 ㎡ で しかな いが,イ タ リアか らのフ ァイナ ンス45
億 ドルに よって拡張工事 が行われ,1995年 に は年間搬 出能力が240億 ㎡にな る。
壮大 ともいZ..る天然 ガス開発 プロジェク トについて,92年10月,メ フティ ・エネルギー相(当
時)は,「 炭化水素 開発協定 が締結 されれぽ,ア ル ジェ リアの経 済状態は,地 下天然資源 の国有化
(73)
を断行 した1971年1月 直後 と同 じ状況に立 ち戻 ることがで きる」 と述べ てい る。
この よ うに アル ジェリア政府 は,先 進工業諸国か らの融 資 と技 術援助を受け,先 進工業諸国 向
㊨&MarchesTプoρ ゴoακκetル 彪4髭 βrrαπ6θ〃3,9・octobre-1992,p.2671.
㊨9ルfごro乃6sTプoρ ゴoαπκet碗4ゴ 彦θrrαπ6θη3,6-ao(it-1993,P.2030.
σ◎ ルfヒzr(:乃6∫Tプoρ ゴoαz4∫etハ46d髭 θrrαπ6θπ3,6・aoat-1993,P.2030。ノレfEE1),13-august-1993,P.
13.
σOMarchesTroρ ゴoαz6κetル 彪4げ'θrrα π66〃3,9-juillet・1993,P.1791.
セ⇒ ル1ヒzro乃63Troρ'oαz6κet2膨4髭θrrごzπ6θπ3,16-octobre-1992,P.2743.
σ3MarchesTroρ ゴoαπκetル16d「"θ プrα226θπs,16・octobre・1992,P.2743/ルf々8海rθδSelection,no.
709,15-octobre-1992,p.2.同エ ネ ル ギ ー 相 は 以 下 の よ う に 述 べ て い る 。"1>侃3SommePr6'3d
rθ'oπ θrC/1α ε露zごα"072Q,ごzρ プ∂31anationalisationdeプ16びrゴθr1971.,,
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(74)
けの一次産品=天 然ガス開発に危機打開策の総てを委ねている。そ して同プロジェク ト完遂の暁
には,ア ルジェリア経済は完全に立直 ると断言 している。他方,先 進工業諸国もサハラ地下天然
資源獲得を 目指 して,現 在の軍事政権を政治的 ・経済的に支援する姿勢を示 している。 しかし多
くの国民は,天 然ガス開発計画が軌道に乗る今世紀末まで,か つてのブーメディエ ン時代のよう
に,イ スラミス ト撲滅を叫ぶ狂信的強権的軍事政権のもとで耐乏生活を強いられ膨大な対外累積




とはいえ炭化水素以外には何 ら輸出産品を持たないアルジェリアに とって,炭 化水素輸出の増
大を図ること以外には,当 面,収 益を増大 させ る方策はない。 しか しメフティ ・エネルギー相の
言 うように,ア ルジェリアが再度 「過去の栄光の日々=オ イル ・バ ブル」を迎えることは下可能
に近 い。 というのは,70年 ～80年 初頭に産油国アルジェリアに流入 した尾大な石油収入は,ア ル
ジェリアの経済的循環過程に浸透することな く先進工業国に還流 してしまい,同 国に残 されたの
は280億 ドルにも達する巨大な累積債務 と貧困,そ して政治腐敗のみであったか らであ り,か か
る帰結をもたらした開発政策に対する政策的反省が一切行われていないからである。
結 語
本稿は,重 化学工業化を最優先に掲げて着手 した経済開発が挫折 し,し かも尾大な対外累積債
務を抱えて経済的危機に陥ったアルジェリアが,危 機打開策 として着手 した市場経済導入政策と
しての構造調整策が惹起 している問題を検討 した。
王一重化学工業政策の破綻 と国営企業の民営化,お よび五一外資導入 と通貨 ・信用法で触れた
ように,同 国政府は経済的危機を打開する方策 として市場経済の導入に取 り組 んだ。 しか し,皿
一構造調整 と市場経済の導入で析出したように,構 造調整策を受け入れ,市 場経済導入策を加速
化することにより,低 所得者層の生活は以前にも増 して逼迫 したもの となっている。また通貨の
急激な切 り下げによって国内の物価は異常な高騰を示 し,民 営化途上の公団は経営危機に陥って
いる。また1V一構造調整策の矛盾で指摘 したように,か かる危機的状況下で成立 したアブデサラ
ーム内閣が,IMF・ 世銀の構造調整策Y'異 議を唱え,政 府による経済に対する統制,な かでも貿
易 ・金融に対する制限=管 理を強化 したのは当然のことであった。しか し,IMF主 導の構造調整
策受け入れに反対 したアブデサラーム内閣は,同 国際機関との関係悪化を懸念する軍部によって
更迭 された。とい うのは,280億 ドルもの対外累積債務を抱}xる 同国政府は,国 際金融機関の経
済支援な しには存続不可能な事態に直面 しているからである。 ちなみに,1993年 度のデッ ト・サ
ービス ・レイシオ(DSR)は 約75%,債 務返済総額(元 本・利子)約90億 ドルに対 して,外 貨収益
(76)





に350億 ドルの債務(元 本・利子)を 返済 しているが,こ の間,同 国に流入 した外部資金(借 款)
は250億 ドルであ り,ア ルジェリアは他の途上国同様,流 入資金を債務返済額が大幅Y'上 回って
お り,債 務返済を履行す るためには国民の消費を抑制 してさらなる飢餓輸出をせざるをえない状
(77)
況に陥 っている。
かか る危機か らの脱出策 として同国政府が取 り組 んでいるのが,V一 経済危機 と地下天然資源
で触れたように,外 部借款に よる炭化水素開発と炭化水素のヨーロッパ諸国への販路拡大政策で
ある。 しかし,国 際エネルギー市場における価格変動はきわめて激 しく,1993年 第一 ・四半期,
原油価格下落のため同国の貿易収支は5億 ドルの赤字を計上 してお り,貿 易収支均衡を維持する
(78)
ためにはさらに輸入を抑制する必要性に迫 られている。
こうした危機打開策は,91年1月,イ スラミス ト撲滅の名のもとに軍事 クーデターを企て政権
を掌握 した軍事政権のもとで進め られている。同軍事政権は民主主義擁護の名のもとに国内にお
ける一切の民主主義的権利を躁耀 し,反 政府勢力に対する血なまぐさい弾圧を展開 しつつ着手さ
れているが,EC,日,米 諸国政府をは じめ先進工業諸国はサハラ地下天然資源を担保 として,
同国政府に対す る政治的 ・経済的支援を行っている。しか し,先 進工業諸国の資本 ・技術によっ
て,し かも先進工業諸国の市場をターゲットとして展開されている危機打開策は,植 民地的 ・版
行的経済構造のさらなる深化を意味するものであ り,産 業間における調和のとれた均衡発展 ・自
立的国民経済形成 とは無縁である。それどころか,同 国経済の世界エネルギー市場へ従属=統 合
(79)
を意味す るものでしかない。
とい うのは,同 国を襲撃 している経済危機を招来 した最大の要因は,1970年 以降,ア ルジェリ
アが選択 した開発戦略そのものの実践に よってもたらされたものだからである。なかでも,地 下
天然資源の輸出収益 と外部資金,さ らには外部からの技術導入によって経済的自立を実現 しよう
とした開発戦略は挫折 したにもかかわ らず,軍 事政権は,過 去の政策に対 して何 ら反省すること
なく,し かもIMF・ 世銀と手を携えて,政 治の自由化を強権的に阻止することによって経済の
自由化=構 造調整策を受け入れ,サ ハ ラ地下天然資源を先進工業諸国に売却することに よって危
(80)
機からの脱出を企図しているのである。
σ碕MarchesTroρfoα κκ θ∫ル躍4"θrrα π6θπ3,39-avril-1993,p.1138.
㈲ 堀 中論 文 は,途 上 国 の資 金 流 入,流 出 を 分 析 して,「1984年 か ら,発 展 途 上 国 に 対 す る資 金 の 流 入 よ
りも,発 展 途 上 国 の 支 払 う返 済 額 の方 が多 くな っ て い る」 と指 摘 してい る(堀 中 浩 著 「現 代 国 際 経 済




鋤 現 行 政 府 が とっ てい る政 策 は,何 よ りも1970年 ～1980年 の 期 間 に と られ た 開 発 政 策 を 踏 襲 す る もの で
あ り,農 村 開 発 お よび 農 業 生 産 性 の 向 上 を 開 発 政 策 の射 程 に 入 れ て い な い 。 この た め,食 糧 は ます ます
外 部=輸 入 に 依存 す る よ うに な り,さ らに 荒 廃 した 農 村 か ら都 市 部 へ 流 入 す る人 口 は異 常 な まで に 肥 大
化 す る も の とな っ て い る。 そ して 都 市 部 に おい て,こ れ ら農 村 か ら流 入 した 人 口は 失業 状 態 に置 か れ,
住 宅 ・雇 用 問 題 を 危機 的 状 況 に導 い て い る。農 村 人 口の 都 市 流 入,農 村 と都 市 の 格 差 拡 大 に 関 して は 以
下 を 参 照 。OkbaKhiar,"V111es:Hypertrophieetin6galit6s,"E11悔'αη 22・f6vrier・1992.
